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エネルギーの将来を考えましょう（１）  
－まずは地球温暖化対策について － 

 http://ioj-japan.com/xoops/ 

 日本では原子力発電への不信感が一向に改善されないように見えるのですが、目を海外に向

けると、先進国の多くが原子力発電の拡大を計画しています。勿論、安全性の向上を前提にし

ていますが、日本でも福島事故を教訓として大幅な原子力発電所の安全性の向上が図られてい

るのです。一方、地球温暖化対策が多くの国の関心事になっていますが、日本ではマスコミを

含めてこの問題には関心が薄く、ここでもガラパゴス状態が現れてしまっています。 

 このような状況ひとつを取ってみても、これからは世界や日本でのエネルギー政策の抜本的

な見直しが求められていると認識しています。私たちIOJは、このような認識に基づいて、新年

号からエネルギーの将来にとって基本的と考えられるいくつかのテーマをシリーズで報告して

参ります。今回は、地球温暖化対策について検討しました。 

 

１．World Energy Outlook2016と2016年パリ協定 

日本では福島第一事故の影響で原子力発電所の再稼働が遅れるとともに、2014年のエネルギー基本計画では

「再生可能エネルギーを積極的に進め、可能な限り原発を減らす」という方針が立てられ、これを5年ごとに見直

すこととしております。2015年には長期エネルギーの見通しが立てられ、また対外的には、温室効果ガスを2013

年の26%減の約束をしています。 

現在、ほとんど原発が動いていない状況で、電力不足に陥ることもなく、電気料金も大きく増加していないの

で、日本国民は危機感を持つ必要を感じていないかも知れません。しかし、私達が問題にするのは当面の問題で

はなく、例えば、数十年に亘るエネルギー供給の見通しを得ることなのです。 

IEA（国際エネルギー機関）は世界のエネルギー供給や地球温暖化対策などについて、エネルギー供給の視点に

立ち2016年11月にWorld Energy Outlook 2016（以下「WEO216」）を発行しました。 

これによれば、国際的にはこれからエネルギー消費が激増するという環境に置かれているのであり、これを踏

まえたうえで、2016年のパリ協定に基づき二酸化炭素を2050年には地球全体で現在より80%も減らさなければなら

ないとしています。「再生可能エネルギーを積極的に進め、可能な限り原発を減らす」方針というきれいごとで

はとてもこの目標を達成できないことが示されています。 

 

２．WEO2016の地球温暖化対策提案 

WEO2016では、COP21で提案された地球温暖化対策を、再生可能エネルギーや原子力などの導入、各種の省エネ

ルギー対策、化石燃料の開発などについて分析しています。この分析に際しては、OECD諸国および非OECD諸国か

らの取り組み方針を参考にしております。 

①各国の約束では対応は不十分 

 WEO216 の検討では各国の現在

の政策（Current Policies）では

温暖化を防止するには不十分で

すので、各国の約束草案を考慮

した新政策（New Policies）、そ

して地球の温度上昇を2℃以下に

抑えるため二酸化炭素濃度を

450ppm以下にするシナリオ（450

シナリオ）について、各国の

データ等を集約して世界のCO2排

出量を検討しています。 

その結果は新政策（New Policies）では、とても2℃以下に抑え

るとの目標は達成できず、少なくとも450シナリオが必要である

ことが示されました。（図：確実に上昇する地球の二酸化炭素濃

度 温室効果ガス観測衛星「いぶき」の測定結果） 

②450シナリオでの取り組みの骨子 

 最終エネルギー（実際に使われるエネルギー）の分野別のCO2

の排出量が2014年から2040年までにどれだけ削減することになる

かを図に示します。 

電力の分野では、先進国では原子力や再生エネルギーが積極的に

導入され25%まで削減されます。電力以外の分野では省エネが中

心ですが、新興国の需要が増えるため、ほとんど減っていませ



ん。本来、CO2排出を削減するには非化石の電力を大幅に増やし、自動車、暖房、給湯などの分野を電力化するこ

とだと考えられますが、そこまで

は検討されていません。大量で安

価な電力の供給を、非化石の再生

可能エネルギーだけで供給しよう

としても、不可能であることを示

しています。 

③大変な費用になります 

 450シナリオを達成するために

は、2016年から2040年までにエネ

ルギー供給分野とエネルギー効率

化の分野合計では114円/ドルとす

ると8,500兆円、年間340兆円とい

う費用が必要です。 

電力関係を詳細に見ると、原子力、再生可能エネルギーと電源

系統などに要する費用は発電部門で1730兆円、送電等の分野で

820兆円を要すると試算されています。 

④450シナリオの先には1.5℃以内する厳しい対策が控えている 

 450 シナリオでは気温上昇を2℃以下に抑えることを当面の

目標としているのですが、2050年までに80%の削減を実現する

には、気温上昇を1.5℃以内に抑えるとする更に厳しい変革が

必要となります。 

このためには2040 年から2060 年にかけてゼロエミッションを

達成する必要があり、例えば、エネルギー部門を今世紀末まで

に、あらゆる燃料燃焼からの排出分を回収貯留するか、または

大気から炭素を取り除く技術によって相殺するという段階に達

する軌道に乗せなければならないのです。 

⑤450シナリオでの具体的に発電量 

 2040年の450シナリオでの各地域の電力供給を集計すると、そ

の割合は図の通りとなります。化石燃料は世界全体では16%まで

削減され、原子力は26%、水力、バイオ、再生可能エネルギーの

合計は44%を占めかなりの非化石化が進みます。 

しかし新技術を取り入れ地球温暖化対策に取り組むことが出来

る欧州、米国、日本、韓国などのOECD諸国は世界の30%程度であ

り、ロシア、東欧、中国、インド等の対策が進まない限りCO2の

削減には限界があります。これらの国にも適用できる安価な技

術の開発が必要となるのです。 

⑥CCS（地中貯蔵）が前提 

 原子力の拡大が前提となっているのですが、CO2放出を更に防

ぐため、発電所からの排気や産業活動で発生するCO2を地下に貯

蔵する技術（CCS）の採用も考慮されています。この技術が採用

された場合には、450シナリオでの2040年までの貯蔵量は５Gtと

なると試算されています。 

 

３．まとめ 

 地球温暖化の原因は、数億年前長期間大気中にあった二酸化

炭素が光合成を経て動植物によって固定され、それが化石燃料

となって地中や海底に蓄えられていたものを、ここ100~200年で燃やしつくし、それによって再び大気の二酸化炭

素を増やしていることにあります。地球の温度上昇を何度以下に抑えるかを検討することも重要ですが、また、

化石燃料を我々が100年、200年で使いきっても良いのかが人類に問われているのです。 

現在考えられている温暖化対策を現実的なものにする新技術、新政策が出てこない限り人類の未来がないかも知

れません。 

IEAのような客観的な分析を行う国際機関でも、今回のWEO２０１６に示しているように、日本を含む先進国が

大幅に原子力発電を採用してゆかなくては地球温暖化は防げないということを示しています。日本はフランスと

ともに原子力先進国であり、原子力発電だけではなく高温ガス炉による水素製造、小型原子炉などの技術を有し

ておりますので、フランスなどと協力して、途上国でも安価で安全に運転できる原子力発電を推進するなど、厳

しい目標もクリアーする努力を重ねて行くことが期待されているのです。 

（ 吉村 元孝 記） 


